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11日・山の日

日 月 火 水 木 金 土

8月◆  8月の税務と労務

8 2022（令和4年）

国の借金　国債と借入金、それに政府短期証券の残高を合わせた、いわゆる「国の借金」
は今年3月末現在で1,241兆3,074億円と6年連続で過去最大を更新しています。医療や介護、
年金などの社会保障費や新型コロナ対策への財政出動が要因で、日本の人口（約1億2,273
万人）を基にした単純計算で国民1人当たりの借金は1,011万円超となっています。

国　税／ 7月分源泉所得税の納付 8月10日

国　税／ 6月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

 8月31日

国　税／ 12月決算法人の中間申告 8月31日

国　税／ 9月、12月、3月決算法人の消費税等の

中間申告（年3回の場合） 8月31日

国　税／ 個人事業者の消費税等の中間申告 8月31日

地方税／個人事業税第1期分の納付

 都道府県の条例で定める日

地方税／個人住民税第2期分の納付

 市町村の条例で定める日

暑
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8 月号 ─ 2

　

消
費
税
の
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
が
来

年
10
月
か
ら
開
始
さ
れ
る
な
ど
、
税

制
で
は
消
費
税
関
係
が
話
題
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　

一
方
、
消
費
税
に
お
い
て
は
、
昔

か
ら
経
理
担
当
者
か
ら
解
り
に
く
い

と
の
声
も
少
な
く
な
い
の
が
、「
課

否
判
定
」で
す
。

　

そ
こ
で
今
回
は
、
消
費
税
の
課
否

判
定
に
つ
い
て
Q
＆
A
を
交
え
な

が
ら
確
認
し
て
み
ま
す
。

一　

課
税
対
象
等
の
分
類
▼
▼
▼
▼
▼

　

消
費
税
の
課
税
対
象
等
を
分
類
す

る
と
図
表
の
よ
う
に
な
り
ま
す
。

　

そ
し
て
課
税
対
象
と
さ
れ
る
の
は
、

次
の
４
つ
の
要
件
の
全
て
に
該
当
す

る
も
の
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

①　

国
内
に
お
い
て
行
う
も
の
︵
国

内
取
引
︶で
あ
る
こ
と

　

資
産
の
譲
渡
又
は
貸
付
け
が
行
わ

れ
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
資
産
の

所
在
す
る
場
所
が
国
内
で
あ
れ
ば
国

内
取
引
で
あ
り
、
国
外
で
あ
れ
ば
、

課
税
対
象
外
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
役
務
の
提
供
が
行
わ
れ
た

場
所
が
国
内
で
あ
れ
ば
、
国
内
取
引

に
な
り
、
国
外
で
あ
れ
ば
、
課
税
対

象
外
に
な
り
ま
す
。

②　

事
業
者
が
事
業
と
し
て
行
う
も

の
で
あ
る
こ
と

　

法
人
が
行
う
取
引
は
全
て
「
事
業

と
し
て
」
取
り
扱
わ
れ
ま
す
が
、
個

人
事
業
者
の
場
合
は
、
事
業
者
の
立

場
と
消
費
者
の
立
場
と
を
兼
ね
て
い

ま
す
の
で
区
分
し
て
取
り
扱
う
必
要

が
あ
り
ま
す
。

③　

対
価
を
得
て
行
う
も
の
で
あ
る

こ
と

　

寄
附
金
、
補
助
金
な
ど
は
、
一
般

的
に
資
産
の
譲
渡
等
の
対
価
に
該
当

し
な
い
た
め
、
原
則
と
し
て
課
税
対

象
に
な
り
ま
せ
ん
。

④　

資
産
の
譲
渡
︑
資
産
の
貸
付

け
︑
役
務
の
提
供
で
あ
る
こ
と

　

以
上
①
～
④
の
要
件
に
１
つ
で
も

該
当
し
な
い
取
引
は
、
消
費
税
の
課

税
対
象
外
、
い
わ
ゆ
る
不
課
税
取
引

と
な
り
ま
す
。

二　

免
税
▼
▼
▼
▼
▼
▼
▼
▼
▼
▼
▼
▼
▼
▼
▼

　

国
際
間
の
取
り
決
め
で
、「
消
費

地
課
税
主
義
」
と
い
う
見
地
か
ら
課

税
事
業
者
が
輸
出
取
引
や
国
際
輸
送

な
ど
の
輸
出
に
類
似
す
る
取
引
と
し

て
行
う
課
税
資
産
の
譲
渡
等
に
つ
い

て
は
、
消
費
税
が
免
除
さ
れ
ま
す
。

三　

非
課
税
▼
▼
▼
▼
▼
▼
▼
▼
▼
▼
▼
▼
▼

　

課
税
対
象
と
な
る
取
引
で
あ
っ
て

も
、
消
費
と
い
う
概
念
に
な
じ
ま
な

い
も
の
や
社
会
政
策
的
な
配
慮
か

ら
、
以
下
の
よ
う
な
も
の
は
、
課
税

が
適
当
で
な
い
取
引（
非
課
税
取
引
）

と
さ
れ
て
い
ま
す
。

︿ 

消
費
と
い
う
概
念
に
な
じ
ま
な
い

も
の
﹀

・
土
地
（
土
地
の
上
に
存
す
る
権
利

を
含
み
ま
す
）
の
譲
渡
及
び
貸
付

け
（
一
時
的
に
使
用
さ
れ
る
場
合

等
は
除
き
ま
す
）

・
有
価
証
券
、
有
価
証
券
に
類
す
る

も
の
、
支
払
手
段
（
収
集
品
及
び

販
売
用
は
除
き
ま
す
）
及
び
支
払

手
段
に
類
す
る
も
の
の
譲
渡

・
利
子
を
対
価
と
す
る
貸
付
金
そ
の

他
の
特
定
の
資
産
の
貸
付
け
及
び

保
険
料
を
対
価
と
す
る
役
務
の
提

供
等

・
特
定
の
場
所
で
行
う
郵
便
切
手

類
、
印
紙
及
び
証
紙
や
、
商
品
券
、

プ
リ
ペ
イ
ド
カ
ー
ド
な
ど
物
品
切

手
等
の
譲
渡

・
国
、
地
方
公
共
団
体
等
が
、
法
令

に
基
づ
き
徴
収
す
る
手
数
料
等
に

係
る
役
務
の
提
供
や
外
国
為
替
業

務
に
係
る
役
務
の
提
供

︿ 

社
会
政
策
的
な
配
慮
に
基
づ
く
も

の
﹀

・
公
的
な
医
療
保
障
制
度
に
係
る
療

養
、
医
療
、
施
設
療
養
又
は
こ
れ

ら
に
類
す
る
資
産
の
譲
渡
等

・
介
護
保
険
法
の
規
定
に
基
づ
く
、

居
宅
・
施
設
・
地
域
密
着
型
介
護

サ
ー
ビ
ス
等
、
社
会
福
祉
法
に
規

図表

消費税の課否判定

課 税 対 象

課　税

免　税

非課税

課税対象外 不課税

消費税の
課否判定

（Q＆Aを交えて）
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定
す
る
社
会
福
祉
事
業
等
と
し
て

行
わ
れ
る
資
産
の
譲
渡
等

・
医
師
、
助
産
師
そ
の
他
医
療
に
関

す
る
施
設
の
開
設
者
に
よ
る
、
助

産
に
係
る
資
産
の
譲
渡
等

・
墓
地
、
埋
葬
等
に
関
す
る
法
律
に

規
定
す
る
埋
葬
・
火
葬
に
係
る
埋

葬
料
・
火
葬
料
を
対
価
と
す
る
役

務
の
提
供

・
一
定
の
身
体
障
害
者
の
使
用
に
供

す
る
た
め
の
特
殊
な
性
状
、構
造
、

又
は
機
能
を
有
す
る
物
品
の
譲

渡
、
貸
付
等

・
学
校
、
専
修
学
校
、
各
種
学
校
等

の
授
業
料
、
入
学
金
・
入
学
検
定

料
、
施
設
設
備
費
等

・
教
科
用
図
書
の
譲
渡

・
住
宅
の
貸
付
け
（
１
か
月
未
満
の

貸
付
け
な
ど
は
除
き
ま
す
）

四　

Q
＆
A
▼
▼
▼
▼
▼
▼
▼
▼
▼
▼
▼
▼
▼

　

最
後
に
課
税
、
非
課
税
、
免
税
、

不
課
税
の
区
分
に
仕
訳
す
る
の
が
わ

か
り
に
く
い
取
引
等
を
中
心
に
Q

＆
A
で
確
認
し
て
い
き
ま
す
。

Q
１　

売
上
は
一
般
的
に

は
、
消
費
税
が
課
税
と
な

る
も
の
が
大
多
数
と
思
わ
れ
ま

す
が
、
非
課
税
・
免
税
・
不
課

税
と
な
る
も
の
に
は
、
ど
の
よ

う
な
も
の
が
あ
る
か
教
え
て
く

だ
さ
い
。

A　
主
な
も
の
に
分
類
す
る
と
、

次
の
と
お
り
で
す
。

❖
非
課
税
と
さ
れ
る
も
の
…
病
院
等

の
社
会
保
険
診
療
収
入
、
百
貨
店

等
の
商
品
券
等
の
販
売
代
金
、
土

地
売
却
代
金

❖
免
税
と
さ
れ
る
も
の
…
輸
出
取
引

等
収
入

❖
不
課
税
と
さ
れ
る
も
の
…
国
外
取

引
収
入

Q
２　

交
際
費
は
、
消
費
税

の
課
否
判
定
の
判
断
が
難

し
い
と
こ
ろ
と
さ
れ
て
い
ま
す

が
、
主
な
区
分
を
教
え
て
く
だ

さ
い
。

A　
主
な
区
分
と
し
て
は
、
以
下

の
と
お
り
と
な
り
ま
す
。

❖
課
税
…
接
待
飲
食
費
、
ゴ
ル
フ
プ

レ
ー
代
、
招
待
旅
行
、
生
花
代
等

❖
不
課
税
…
慶
弔
費
、
共
済
、
商
品

券
や
ク
オ
カ
ー
ド
な
ど
物
品
切
手

の
贈
答（
贈
与
）

Q
３　

人
件
費
関
係
等
に
お

け
る
消
費
税
の
課
否
判
定

を
教
え
て
く
だ
さ
い
。

A　
役
員
と
の
委
任
契
約
や
従
業

員
と
の
雇
用
契
約
に
基
づ
く
労

働
の
対
価
で
あ
り
、「
事
業
」
と
し

て
行
う
資
産
の
譲
渡
等
の
対
価
に
当

た
ら
な
い
の
で
、
不
課
税
と
さ
れ
ま

す
。
以
下
、
例
示
し
て
み
ま
す
。

❖
不
課
税
…
役
員
報
酬
・
賞
与
、
従

業
員
給
与
・
賞
与
、
退
職
金
、
法

定
福
利
費
、
出
向
料

　

一
方
、
以
下
は
、
課
税
対
象
で
す
。

❖
課
税
…
福
利
厚
生
費
と
し
て
支
払

う
食
事
・
制
服
・
健
康
診
断
・
社

員
旅
行
（
国
内
）・
運
動
会
開
催

の
費
用
、
旅
費
交
通
費
と
し
て
支

払
う
通
勤
手
当
・
定
期
代
・
宿
泊

代
・
高
速
代
・
駐
車
料
等

Q
４　

支
払
手
数
料
で
注
意

す
べ
き
課
否
判
定
が
あ
れ

ば
教
え
て
く
だ
さ
い
。

A　
次
の
よ
う
な
課
税
、
非
課
税

が
あ
り
ま
す
。

❖
課
税
…
販
売
手
数
料
、
紹
介
料
、

斡
旋
手
数
料
、
振
込
手
数
料

❖
非
課
税
…
信
販
会
社（
カ
ー
ド
）ヘ

の
手
数
料
、
行
政
手
数
料
（
各
種

証
明
書
発
行
な
ど
）、
海
外
送
金

手
数
料

Q
５　

営
業
外
収
入
は
、
課

否
判
定
が
入
り
乱
れ
て
難

し
い
と
こ
ろ
と
一
般
的
に
さ
れ

て
い
ま
す
が
、
主
な
も
の
に
つ

い
て
教
え
て
く
だ
さ
い
。

A　
営
業
外
収
入
を
見
る
と
、
以

下
の
と
お
り
で
す
。

❖
課
税
…
自
販
機
手
数
料
、
廃
材
売

却
代

❖
非
課
税
…
預
貯
金
・
公
社
債
等
の

利
子
、
従
業
員
社
員
寮
費
、
有
価

証
券
売
却
代
金

❖
不
課
税
…
株
式
の
配
当
金
や
そ
の

他
の
出
資
分
配
金
、
為
替
差
益
、

受
取
保
険
金
、
時
短
要
請
協
力
金
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　法人税法では、損金算入される租税公課
とその損金算入時期が定められています。
事業所税は申告納税方式による租税で、納
税申告書を提出した事業年度に損金算入さ
れます。また、更正または決定のあったも
のについては、その更正または決定があっ
た事業年度に損金算入されます。
　よって、原則として未払計上が認められ
ていません。しかし、製造原価、工事原価
その他これらに準ずる原価のうちに申告期
限未到来の納付すべき事業に係る事業所税
を損金経理により未払金計上したときは、
その損金経理した事業年度に損金算入する
ことができます。
　これは、事業に係る事業所税は、その課
税標準が給与総額と建物の床面積であると
ころから、費用収益の対応を考慮されてい
るためです。
　なお、仮決算による中間申告においても
この取扱いの適用があります。

事業所税の損金算入時期

　
相
続
税
の
納
税
資
金
が
足

り
ず
物
納
を
考
え
て
い
ま
す
。

物
納
に
は
順
位
が
あ
る
そ
う
で
す
が
、

そ
の
順
位
を
教
え
て
く
だ
さ
い
。

　
国
税
は
金
銭
納
付
が
原
則

で
す
が
、
相
続
税
に
限
り
延

納
で
も
金
銭
に
よ
る
納
付
が
困
難
な

場
合
は
、
納
期
限
等
ま
で
に
物
納
手

続
関
係
書
類
を
添
え
て
申
請
書
を
提

出
す
れ
ば
、
納
付
困
難
な
金
額
を
限

度
に
物
納
が
認
め
ら
れ
ま
す
。

　
物
納
財
産
は
、
課
税
価
格
の
計
算

の
基
礎
と
な
っ
た
次
の
財
産
及
び
順

位
で
、
管
理
処
分
不
適
格
財
産
に
該

当
し
な
い
も
の
と
さ
れ
、
後
順
位
の

財
産
は
、
先
順
位
の
財
産
に
適
当
な

も
の
が
な
い
場
合
等
に
限
ら
れ
ま
す
。

①
不
動
産
、
船
舶
、
国
債
証
券
、
地

方
債
証
券
、
上
場
株
式
等

②
不
動
産
及
び
上
場
株
式
（
物
納
劣

後
財
産
）

③
非
上
場
株
式
等

④
非
上
場
株
式（
物
納
劣
後
財
産
）

⑤
動
産

相
続
税
の
物
納
順
位

QA

暑中のご挨拶
　暑中お見舞い申し上げます。
　4月1日現在で普及率が約43％と伸び悩んでいるマイナンバーカードの普及に向け、
政府はマイナポイント事業に力を入れています。今年9月末までにマイナンバーカード
を取得してマイナポイントに申し込みを行いQRコード決済やクレジットカードなどのキャッ
シュレス決済サービスでチャージや買い物をすると、5000円を上限に利用金額の25％分
のポイントが付与されます。さらに、マイナンバーカードの健康保険証としての利用申
込や、公金受取口座の登録を行うとそれぞれ7500円相当のポイントを受けられます。
　令和4年度税制改正においては、企業の積極的な賃上げ等を促すための賃上げ促進税
制の見直しなど“成長と分配の好循環の実現”に向けた税制措置等が実施されました。
一方、注目されていた相続・贈与の一体課税については、検討項目の記載に留まったこ
とから来年度改正に盛り込まれるか気になるところです。
　労務関係では、4月からパワーハラスメント防止法が中小企業等でも適用されています。
パワハラ防止のための雇用管理上の措置が義務付けられ、対象にはパートや契約社員な
どの非正規労働者や派遣労働者も含まれています。また、10月からは短時間労働者に
対する健康保険・厚生年金保険の「特定適用事業所」及び「短時間労働者」の要件が見直
され適用事業所が拡大されますので、対象事業所に該当するのかどうか確認が必要です。
　皆様方のご発展とご健勝を祈念し、ご挨拶といたします。


